再  意　見　書
経企第１２－０１００号
平成１２年７月２４日
電気通信審議会
電気通信事業部会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　               郵便番号　104-8508

　　　　　　　　　　　　　　　　　　               住　　所　 eq \o\al(\s\up 17(とうきょうとちゅうおうくはっちょうぼり   ちょうめ     ばん     ごう),東京都中央区八丁堀四丁目７番１号)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　               氏　　名　 eq \o\ad(\s\up 15(にっぽんて　れ　こ　む　かぶしきがいしゃ),日本テレコム株式会社)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                eq \o\ad(\s\up 16(だいひょうとりしまりやくしゃちょう        むら  かみ       はる  お),代表取締役社長　村上　春雄)
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年５月２５日付け郵通議第３０１５号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり再意見を提出します。
1． 空きスペース情報の開示について

＜東京通信ネットワーク（株）殿意見＞

・省令案では「・・・設置することが可能な場所に関する情報の開示を・・・」となっていますが、申込時点で空きスペースが無い場合でも、経年装置の撤去等によるスペース増等今後の計画を開示されることを希望します。

将来的な空きスペース情報を得られない場合、①他局へのコロケーションを行う、もしくは②同一局情報を時間を経過してから再度入手するという対応を取らざるを得ず、結果的に最適なコロケーションを行うことが出来ない事態が発生します。これは、ＮＴＴ東西地域会社及び接続事業者双方にとって不合理な事態であると理解いたしますので、上記意見のとおり今後の計画の開示を要望いたします。

  ＜ＮＴＴ地域会社殿意見＞

· 情報開示については、セキュリティの確保及びコストとその負担の両面から検討することが必要と考えており、他事業者の要望を受けて個別に調査・回答する現在の方式が適当であると考えます。

コロケーションに関する全ての情報において、現在通り個別の要望を受けてから回答する方法では、

  その都度、必要以上に時間とコストがかかり、スピーディーなサービス展開の妨げになると思われます。よって、局舎名・空きスペース等の基本的な情報に関しては、事前にホームページ等で開示すべきと考えます。

  ＜ＮＴＴ地域会社殿意見＞

 ・セキュリティ確保が比較的容易な局舎については利用可能状況をデータベース化し、他事業者等からのアクセスする等の方式も技術的には可能でありますが、コロケーション実績のあるＮＴＴ地域のビルだけでも２，５００ビルにものぼり、これらのビルについて、空きスペースの確認のほか、床荷重､電力・空調の周辺設備のチェック等を行い、かつそれらを日々メンテするためには相当のコストが必要である・・・。・・・・・・他事業者においてコスト負担頂けるものであれば実施することもやぶさかではありません。
「セキュリティ確保が比較的容易な局舎」について、その判断はＮＴＴ東西地域会社に委ねられる事となり、その結果の信憑性については、競争事業者からみて疑問を持たざるを得ない部分もあると考えます。よって、設置の要望がある全ての局舎においての情報開示を行なうべきと考えます。

    また、日々のメンテに関するコスト負担については、管理費としてアクセスチャージ等の中から回収されていると認識しております。

指定電気通信設備を設置する第一種通信事業者が、他事業者に対して、コロケーションに必要な情報開示を無償で行なう事は、必要不可決な対応と考えております。

２．コロケーション請求に係る建物への立入りの手続きについて

＜東京通信ネットワーク（株）殿意見＞

・接続事業者がコロケーションに先立ち、事前に指定事業者の建物に立ち入り、コロケーション可能場所を確認することは、接続事業者が自ら工事を行う上で必要な行為と考えます。

・立入りの申込手続は極力簡素なものとなることを希望します。

・立入り申込は、立入りを希望する日の概ね1週間前までに行うこととし、立入りの可否については、申込後2～3日で回答されることを希望します。

・予め立入りが認められない場合等の諸条件があるのであれば、明示されることを希望します。

 コロケーション請求の際の立入りにつきましては、その手続きが簡素であるべきと考えます。したがって、上記意見に賛同します。

  ＜ＮＴＴ地域会社殿意見＞

 ・接続に必要な装置の設置の可否に関する回答が「不可」であった場合における確認のための立入りを認めることは不適当と考えます。

　○  相互接続点の調査の回答に際して「設置することができない場合」については、当社責任者の記名捺印のある書面によりその理由を付して通知することとしているところであり、信義誠実が大前提となる事業者間の協議や各種文書の提示において当社が事実に反する内容を意図的に示すことはあり得ません。したがって「虚偽の内容を示されているのではないか」といった漠然とした不信感を解消するために一方的な立入権を与えることは不適当であると考えております。
　　  当社においては、他事業者の事業規模に関わらず債務保証等を要求することなく接続要望に対応するための設備投資を行う、等相手方を信用・信頼して接続業務を行っているところであり、他事業者においても同様に当社への信頼を前提とした対応を求めたいと考えております。

     「設置の可否」に関する判断は全てＮＴＴ東西地域会社に委ねられる事になるため、その結果の正当性を判断する基準がどこにも無く、これは公正競争上問題であると考えます。したがって、結果の透明性を持たせるためにも、回答が「不可」であった場合のみならず、他事業者から要求があった場合は、建物への立入りを認めるべきと考えます。

  ＜ＮＴＴ地域会社殿意見＞

  ○　現時点において空きスペースであっても以下のような場合には利用ができません。
　①今後予定されているＤ７０交換機から新ノードへの更改等のように更改用スペースが必要である場合②申込事業者以外の他事業者からの設置申込に基づいてスペースを保留している場合
　③その他老朽化した局舎等、技術的・経済的にスペースを確保することが困難である場合
　　  このような場合、他事業者が当社の押印された回答書面を信用しないで確認のための立入りが行われた場合には、このような空きスペースの扱いを巡り無用の議論を招くこととなり、問題の解決とはならないものと考えます。
＜東京めたりっく通信（株）殿意見＞

・MDFから遥か離れた場所、例えばMDFが一階にあり、他事業者装置が六階に設置される場合、多大な工事費が発生します。このような設置場所に関する歯止めがない為、他事業者が自社で工事を行えるようになっても多大な工事費のため、事業展開上、サービス提供コストが高くなり、競争的な価格を提供できない可能性があります。従って、出来る限り、MDFの近くに他事業者の装置が設置できるよう何らかの措置が必要と考えます。
  ＜ＤＳＬアクセス基盤協議会 殿意見＞

 ・立入りの結果東・西ＮＴＴと他事業者の見解に相違が生じた場合は、中立な第三者による仲裁を実施する体制を整える必要があると考えます。また、コロケーションが逼迫する建物においては、空間の有効活用の観点において、古い施設の撤去、移設などを東・西ＮＴＴに義務づけることを要望致します。

①～③のようなＮＴＴ東西地域会社の想定する事例は、その理由を示すことで対応可能と考えます。しかし、判断についてはＮＴＴ東西地域会社に委ねられる事になるため、結果の信憑性を証明するためにも、他事業者による立入りを認めるべきと考えます。また、立入りの結果の見解の相違については、当事者間で解決するのは困難であると想定される事から、「中立な第三者による仲裁を実施する体制を整える必要がある」というＤＳＬアクセス基盤協議会殿意見に賛同します。そうする事により、空きスペースの有効活用及びＭＤＦから不当に離れた場所への設置を強いられるような事態も緩和されると考えます。

３．指定事業者が工事・保守を請け負う場合の料金

＜東京通信ネットワーク（株）殿意見＞

・指定事業者が工事・保守を行う場合に接続事業者が負担すべき金額については、実施する工事・保守の項目毎に作業単金が明示されることを希望します。また、その金額については、一層の低廉化が図られることを希望します。

・具体的には、工事・保守の費用について、工事項目を定め、標準的な作業内容と作業単金が明示されることを希望します。

　　（例）立架　　　　　　　　＊＊＊円／架

　　　　　ケーブル布設　　　　＊＊＊円／ｍ

　　　　　ケーブル成端　　　　＊＊＊円／１対

　　　　　延焼防止工事　　　　＊＊＊円／箇所

　　　　　工事・保守立会い　　＊＊＊円／時間

　　　　　一般管理費　　　  　＊＊＊％

・この作業項目、作業内容、作業単金については、１年ごとに見直しが行われることを希望します。

 弊社意見でも述べさせていただきましたが、ＮＴＴ東西地域会社の工事費・保守費は内容が精査できるレベルでの開示が行われておりません。上記意見のように、詳細な区分で単金を設定するとともに、算定過程の開示を行なっていただく事を要望します。これにより、工事内容及び料金の透明性の確保・適正化を図る事ができると考えます。

４．コロケーション料金

＜第二電電（株）殿意見＞

○（略）接続事業者がコロケーションしている通信用建物のうち、ＮＴＴ再編成によって、ＮＴＴコミュニケーションズの帰属となった通信用建物におけるコロケーション料金が、結果的に接続約款の規定外となり、その料金の算定方法が（正味）帳簿価額ベースではなく、再調達価格ベースとなるのは、容認しがたいと考えます。

 接続事業者から見た場合、コロケーションの実態に変更がないにも関わらず、コロケーションを行った建物がＮＴＴの再編成によりＮＴＴコミュニケーションズに帰属したことをもって、その料金が異なることは、不合理なものであると考えます。したがって、このように再編前からコロケーションを実施している建物については、ＮＴＴ東西地域会社と同様に帳簿価額ベースの料金とすることを要望します。

５．他事業者が工事・保守を行う場合の条件

＜京セラコミュニケーションシステム（株）殿意見＞

・②上記の工事・調整にあたる作業者に、ＮＴＴ指定業者以外の者が作業にあたることを認めるにあたり、その作業条件等に一定の制約を設ける場合は、ＮＴＴ指定業者以外の者を事実上排除するような作業条件の制定がなされないようその行為自体の禁止条項を明記すること。

＜日本交信網（有）殿意見＞

・接続事業者が工事業者を自由に選択でき、選択された工事業者がNTTに不利益待遇を受けることを防止するための罰則規定等の法整備が必要である。

実際に、弊社の設備設置工事の見積もりを完了した工事業者が、（NTT東日本からの確認電話後）NTTからの報復待遇（受注減等）を恐れて請負辞退したという事実が発生している。

他事業者による工事が実質的に促進されるためには、上記意見に指摘されたような運用面における障害を排除する必要があると考えます。

６．省令施行日

 ＜ＮＴＴ地域会社殿意見＞

・接続約款変更の準備が整うまでの間、すなわち試行的実施が完了して検討が終了すると見込まれる

  １２月まで、施行日を延伸するか又は接続約款変更の認可申請を猶予していただくことを希望するものです。
      仮に平成１２年１２月に接続約款の認可申請を行なった場合、電気通信審議会からの意見・再意見の期間を考え、接続約款の施行は平成１３年３月以降となると想定されます。これでは、「早期導入と全国展開を推進することが重要」（平成１２年６月１日付報道発表資料「高速デジタルアクセス技術に関する研究会」より）と考えられているＤＳＬサービスのエリア拡大に支障を生じ、ユーザー利益にも影響を及ぼすものと考えられます。

     よって、施行日については省令案通り、またその後の接続約款の認可申請についても速やかに行なっていただく事を要望します。

以上

















































































































































































































































